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平成 19 年 3 月期 第 1 四半期財務・業績の概況（非連結） 
平成 18 年 7 月 26 日 

上場会社名 株式会社ベリサーブ                          （コード番号：3724 東証マザーズ） 
（ＵＲＬ http://www.veriserve.co.jp/）           ＴＥＬ：（ 03 ）5909 － 5700 

問合せ先  代表者役職・氏名 代表取締役社長      浅井 清孝  

責任者役職・氏名 取締役経理・広報ＩＲ担当 髙橋  豊 

 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期財務諸表の作成基準               ： 中間財務諸表作成基準 

② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無     ： 無 

③ 会計監査人の関与                   ： 有 

四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則

の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための

手続きを受けております。 

 

２．平成 19 年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成 18 年４月１日～平成 18 年６月 30 日） 
(1) 経営成績の進捗状況                                （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 四半期（当期）純利益

 

19 年 3 月期第 1四半期 

18 年 3 月期第 1四半期 

      百万円   ％

1,405   (  21.2) 

1,159   ( △3.4) 

 百万円    ％

199   (   4.1)

191   (△10.4)

     百万円     ％ 

 200    (   4.4) 

   191    (△10.7) 

百万円      ％

115     (   3.9) 

111   (△22.9) 

(参考)18 年 3月期 4,793 710 713              414 

 

 

 １株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株

当たり四半期（当期）純利益

 

19 年 3 月期第 1四半期 

18 年 3 月期第 1四半期 

円 銭    ％

4,847  79  (   2.9)

4,710  82  (△23.4)

円 銭      ％

4,707  72  (   4.0) 

  4,527  84   (   8.9) 

(参考)18 年 3月期 17,510  12 16,893  26            

（注）売上高、営業利益等におけるパーセンテージ表示は、対前年同四半期増減率を記載しております。 

 

［経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第１四半期におけるわが国経済は、原油価格の高止まりや金利上昇への不安など不透明な要因はあるものの、

堅調な需要を受け企業の景況感は回復基調で推移しております。 

  このような状況のもと、当社の顧客であるＩＴ機器メーカーにおける新製品開発は活発に行なわれ、当社事業で

あるシステム検証事業は堅調に推移いたしました。 

当社の売上高で大きい比重を占める「製品検証サービス」では、ＩＴＳ（注）関連分野、携帯電話分野、デジタ

ル家電分野等主要な検証対象製品が堅調に推移しております。ＩＴＳ関連分野では高度化するカーナビゲーショ

ン・システムへの検証業務が前期に引続き堅調に推移する一方、今秋実施が予定されているナンバーポータビリテ

ィー（ＭＮＰ）に対応した端末の販売が活況である携帯電話分野、ＤＶＤに次ぐ次世代記憶媒体への対応が必要と

なってきているデジタル家電分野でも製品検証業務が拡大いたしました。 

（注）ＩＴＳ：高度道路交通システム（Intelligent Transport Systems）の略 

一方、販売費及び一般管理費においては、拡大する検証業務への対応として、システム検証技術者の採用・育成

をすすめており、当第１四半期末には従業員の総数は 141 名となりました。また、検証サービスの潜在的なお客様

に向けた当社サービスのアピールのため、各種展示会への出展及び協賛を行なっております。 

以上の結果、当第１四半期の売上高は、1,405,986 千円（前年同期比 21.2％増）、経常利益 200,118 千円（前年

同期比 4.4％増）、当第１四半期純利益は、115,522 千円(前年同期比 3.9％増)となりました。 

 

事業部門別の業績につきましては、５．四半期財務諸表(6)事業部門別売上高をご参照下さい。 
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(2) 財政状態の変動状況                                 （百万円未満切捨） 

 総  資  産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1 株当たり純資産

 

19 年 3 月期第 1四半期 

18 年 3 月期第 1四半期 

百万円

2,785 

2,353 

百万円

       2,239 

       1,844 

％ 

        80.4 

        78.4 

円  銭

 93,800   11  

78,153   08  

(参考)18 年 3月期 2,720 2,156 79.3     90,601   56  

 

(3) キャッシュ・フローの状況                                                          （百万円未満切捨） 

 営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 

19 年 3 月期第 1四半期 

18 年 3 月期第 1四半期 

百万円

56    

△133      

百万円

△10       

△2    

百万円 

 △32    

0     

百万円

1,592       

1,534       

(参考)18 年 3月期 92         △191       7         1,580       

 

［財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

  当第１四半期までの期間における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べて 12,215 千円増加し、当

第１四半期末には、1,592,552 千円となりました。 

  当第１四半期会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当第１四半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、56,000 千円の増加となりました。これは主に税引前当

期純利益（200,118 千円）により増加したものの、引当金の減少（35,804 千円）、売上債権の増加（33,616 千円）

及び法人税等の支払（117,637 千円）により減少したことによるものです。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当第１四半期の投資活動によるキャッシュ・フローは、10,828 千円の減少となりました。これは主に敷金の支

払、有形及び無形固定資産の購入によるものであります。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期の財務活動によるキャッシュ・フローは、32,957 千円の減少となりました。これは主に配当金の

支払いによるものであります。 
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３．平成 19 年３月期の業績予想(平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日) 

 
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

 百万円 百万円 百万円

中 間 期 2,600       350      200      

通   期 5,500       750      430      

 (参考)1 株当たり予想当期純利益(通期) 18,011 円 23 銭 

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

  当社を取り巻く環境といたしましては、前述の［経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］に記載しておりま

すように概ね堅調に推移しており、業績予想につきましては、平成 18 年４月 27 日に公表しましたとおり変更はご

ざいません。 

 
※上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。経済・事業環境の

変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数値と大幅に異なる可能性があります。 

 
４．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期  末 その他 年  間 

18 年 3 月期 ― ― ― 1,500 ― 1,500 

19 年 3 月期（実績） ― ― ― ― ― ― 

19 年 3 月期（予想） ― ― ― 1,500 ― 1,500 
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５．四半期財務諸表 
(1) 四半期貸借対照表 

第５期 
第１四半期会計期間末
(平成17年６月30日現在)

第６期 
第１四半期会計期間末
(平成18年６月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金額(千円) 構成比 金額(千円) 構成比 金額(千円) 構成比

 （資産の部）  ％ ％  ％

Ⅰ 流動資産     

１． 現金及び預金  1,534,842 791,899  780,059 

２． グループ内預け金    ※１  － 800,653  800,277 

３． 売掛金  660,074 826,370  792,754 

４． たな卸資産  10,696 32,792  9,385 

５． 繰延税金資産  34,779 26,651  59,442 

６．その他 10,140 40,014 20,215 

 流動資産合計 
 

2,250,534 95.6 2,518,381

 
 

90.4 2,462,135 90.5

Ⅱ 固定資産    

１． 有形固定資産    ※２ 30,682 35,864  33,364 

２． 無形固定資産  40,414 59,650  58,281 

３． 投資その他の資産     

(1) 繰延税金資産  18,423 21,595  20,399 

(2) 敷金保証金  13,457 150,445 146,798 

投資その他の資産合計  31,881  172,040

 
 167,198 

 固定資産合計  102,977 4.4 267,556 9.6 258,844 9.5

 資産合計  2,353,511 100.0 2,785,937 100.0 2,720,980 100.0
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第５期 
第１四半期会計期間末
(平成17年６月30日現在)

第６期 
第１四半期会計期間末 
(平成18年６月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金額(千円) 構成比 金額(千円) 構成比 金額(千円) 構成比

（負債の部）  ％  ％  ％

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  222,150 281,107  251,163 

２．未払費用  96,362 89,381  64,611 

３．未払法人税等  50,488 58,787  125,661 

４．賞与引当金  34,000 44,000  78,000 

５．事業所移転損失引当金  37,400 －  － 

６．その他               ※３  41,656 52,853 22,634 

 流動負債合計  482,059 20.5 526,129

 
 

18.9 542,072 19.9

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金  23,292 17,224  19,028 

２．役員退職慰労金引当金  3,200 3,200 3,200 

 固定負債合計  26,492 20,424 22,228 0.8

 負債合計  508,552

1.1

21.6 546,553

 
 

0.7 
 

19.6  564,300 20.7

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金          364,319 15.5 －  － 368,382 13.5

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  348,069 － 352,132 

 資本剰余金合計  348,069 14.8 －

 
 

－ 352,132 13.0

Ⅲ 利益剰余金    

１．第１四半期(当期)未処分利益  1,132,570 －  1,436,164 

 利益剰余金合計  1,132,570 48.1 － － 1,436,164 52.8

 資本合計  1,844,959 78.4 － － 2,156,679 79.3

 負債資本合計  2,353,511 100.0 － － 2,720,980 100.0

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本           

１．資本金  － 369,826 13.3 － －

２．資本剰余金    

 (1) 資本準備金  － 353,576  － 

資本剰余金合計  － － 353,576 12.7 － －

３．利益剰余金    

 (1) その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  － 1,515,981  － 

利益剰余金合計  － － 1,515,981 54.4 － －

 株主資本合計  － － 2,239,383 80.4 － －

 純資産合計  － － 2,239,383 80.4 － －

 負債及び純資産合計  － － 2,785,937 100.0 － －
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(2) 四半期損益計算書 

 

 

 

 

 

 

第５期 

第１四半期会計期間 

（自 平成 17 年４月 １日

 至 平成 17年６月 30日）

第６期 

第１四半期会計期間 

（自 平成 18 年４月 １日

 至 平成 18年６月 30日）

前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成 17 年４月 １日

 至 平成 18年３月 31日）

区分 
注記

番号
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

 
Ⅰ 売上高 

  

 1,159,925

 

100.0 

  

1,405,986

 

100.0

  

4,793,972

 

100.0

Ⅱ 売上原価   782,904 67.5  958,150 68.1  3,266,221 68.1

売上総利益   
377,021 32.5

 
447,836 31.9

 
1,527,751 31.9

Ⅲ 販売費及び一般管理

費 
  

185,574 16.0
 

248,508 17.7
 

816,972 17.1

営業利益   
191,447 16.5

 
199,327 14.2

 
710,778 14.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  370 0.0  952 0.0  3,643 0.1

Ⅴ 営業外費用   107 0.0  161 0.0  542 0.0

経常利益   
191,710 16.5

 
200,118 14.2

 
713,879 14.9

Ⅵ 特別損失 ※２ ― ― ― ― 2,215 0.1

   

税引前第１四半期 

   (当期)純利益 

  

191,710 16.5

 

200,118 14.2

 

711,664 14.8

法人税､住民税及び 

事業税      
 41,000 53,000 284,000 

法人税等調整額  39,506 80,506 6.9 31,595 84,595 6.0 12,866 296,866 6.1

第１四半期(当期)

純利益 

  
111,203 9.6

 
115,522 8.2

 
414,797 8.7

前期繰越利益 
  

1,021,367
  

―
  

1,021,367    

1,132,570 ― 1,436,164
第１四半期(当期)

未処分利益 
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(3) 四半期株主資本等変動計算書 

(単位：千円) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本金 
資本準備金 繰越利益剰余金

株主資本合計 
純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高 368,382 352,132 1,436,164 2,156,679 2,156,679

第１四半期中の変動額  

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
1,443 1,443 2,887 2,887

剰余金の配当 △35,706 △35,706 △35,706

四半期純利益 115,522 115,522 115,522

第１四半期中の変動額合計 1,443 1,443 79,816 82,703 82,703

平成 18 年６月 30 日残高 369,826 353,576 1,515,981 2,239,383 2,239,383
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(4) 四半期キャッシュ・フロー計算書 

 

第５期 
第１四半期会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日）

第６期 
第１四半期会計期間 

 （自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日

   至 平成18年３月31日）

区  分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１．税引前第１四半期（当期）純利益 191,710 200,118 711,664 

２．減価償却費 5,627 7,446 26,871 

３．引当金の増減額（△減少額） △38,926 △35,804 △24,390 

４．受取利息 △322 △407 △1,287 

５．有形固定資産除却損 － － 2,215 

６．売上債権の増減額（△増加額） △14,101 △33,616 △146,781 

７．たな卸資産の増減額（△増加額） 741 △23,406 2,052 

８．仕入債務の増減額（△減少額） △54,929 29,943 △25,916 

９．未払費用の増減額（△減少額） 17,560 27,490 △14,190 

10．その他 7,204 1,498 △29,174 

小計 100,154 173,263 501,060 

11．利息及び配当金の受取額 361 375 1,273 

12．法人税等の支払額 △234,266 △117,637 △409,375 

営業活動によるキャッシュ・フロー △133,750 56,000 92,958 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１．有形固定資産の取得による支出 △480 △1,381 △26,364 

２．無形固定資産の取得による支出 △1,982 △5,800 △31,621 

３．敷金保証金の支払による支出 － △3,646 △133,379 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,462 △10,828 △191,366 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１．株式の発行による収入 57 2,748 7,748 

２．配当金の支払額 － △35,706 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 57 △32,957 7,748 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
（△減少額） 

△136,155 12,215 △90,660 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,670,997 1,580,337 1,670,997 

Ⅵ 現金及び現金同等物の第１四半期
末（期末）残高 

1,534,842 1,592,552 1,580,337 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

第５期 
第１四半期会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日）

第６期 
第１四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日）

前事業年度 
 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

仕掛品 

個別法による原価法を

採用しております。 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

定額法によっておりま

す。なお、自社利用のソ

フトウエアについては、

社内における見込利用可

能期間（５年以内）によ

る定額法によっておりま

す。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用処理

しております。 

新株発行費 

同左 

新株発行費 

同左 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一

般債権については過去の

一定期間における貸倒実

績から算出した貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等については個別に回収

可能性を検討し、回収不

能見込額を計上すること

としております。なお、

当四半期会計期間末にお

いて回収不能見込額は認

められず、貸倒引当金は

計上しておりません。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

   金銭債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一

般債権については過去の

一定期間における貸倒実

績から算出した貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等については個別に回収

可能性を検討し、回収不

能見込額を計上すること

としております。なお、

当事業年度末において回

収不能見込額は認められ

ず、貸倒引当金は計上し

ておりません。 

 

 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

従業員への賞与支給

に備えるため、支給見込

額のうち当四半期会計

期間負担額を計上して

おります。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

従業員への賞与支給

に備えるため、支給見込

額のうち当事業年度負

担額を計上しておりま

す。 

 (3)退職給付引当金 

従業員への退職給付に

備えるため、当事業年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当第１四半期会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

また数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による

定額法により、翌事業年度

から費用処理しておりま

す。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

 従業員への退職給付に

備えるため、当事業年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき計上しておりま

す。 

また数理計算上の差異

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）に

よる定額法により、翌事

業年度から費用処理して

おります。 
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項目 

第５期 
第１四半期会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日）

第６期 
第１四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日）

前事業年度 
 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

 (4)役員退職慰労金引当金

役員への役員退職慰労

金の支給に備えるため、

役員退職慰労金内規に基

づく支給見込額を計上し

ております。 

なお、当社は内規を改

訂しているため、支給見

込額は増加いたしませ

ん。 

 

(4)役員退職慰労金引当金
      同左 

(4)役員退職慰労金引当金
同左 

 

 

 

 

 

 

(5)事業所移転損失引当金

 事業所移転に伴い、発

生が見込まれる固定資産

除却損、原状回復費用、

その他移転関連費用等に

ついて、合理的な見積額

を計上しております。 

(5)――――――――― (5)――――――――― 

５．リース取引の処理方法 

 

 

 

 

 

 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左 同左 

６．四半期キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

手許現金、随時引き出

し可能な預金からなって

おります。 

同左 同左 

７．その他四半期財務諸表

作成のための基本と

なる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計方針の変更 

第５期 
第１四半期会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第６期 
第１四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――――――――― ―――――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

  固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はあり

ません。 

―――――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当第１四半期会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は2,239,383千円でありま

す。 

    なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当第１四半期会計期間にお

ける貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。 

―――――――――――― 
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(5) 注記事項等 

（四半期貸借対照表関係） 
第５期 

第１四半期会計期間末 

（平成17年６月30日現在） 

第６期 

第１四半期会計期間末 

（平成18年６月30日現在） 

前事業年度 

 

（平成18年３月31日現在） 

 ※１．「グループ内預け金」は、「Ｃ

ＳＫグループ・キャッシュマネジ

メントシステム」（ＣＭＳ：ＣＳ

Ｋグループの資金効率化を目的）

による預け入れであります。な

お、当該預け先は、ＣＭＳの母体

であり当社の親会社でもある株

式会社ＣＳＫホールディングス

であります。 

※１．「グループ内預け金」は、「Ｃ

ＳＫグループ・キャッシュマネジ

メントシステム」（ＣＭＳ：ＣＳ

Ｋグループの資金効率化を目的）

による預け入れであります。な

お、当該預け先は、ＣＭＳの母体

であり当社の親会社でもある株

式会社ＣＳＫホールディングス

であります。 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

30,796千円 

※２．有形固定資産の減価償却累計額  

33,945千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額  

31,692千円

※３．消費税等の取扱い 

仮払消費税等と仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

 
（四半期損益計算書関係） 

第５期 

第１四半期会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日） 

第６期 

第１四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの 

講習会受講料収入   370千円 

※１．営業外収益のうち主要なもの 

講習会受講料収入     500千円

※１．営業外収益のうち主要なもの 

還付消費税         1,323千円

講習会受講料収入   800千円

※２．――――――――――――  ※２．―――――――――――― ※２．特別損失の内訳 

   固定資産除却損     2,215千円  

３．減価償却実施額 

有形固定資産      2,205千円 

無形固定資産     3,421千円 

３．減価償却実施額 

有形固定資産      2,251千円

無形固定資産      5,195千円

３．減価償却実施額 

有形固定資産      10,958千円

無形固定資産     15,912千円

 
（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

第５期 

第１四半期会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日） 

第６期 

第１四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の第１四半期

会計期間末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の第１四半期

会計期間末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と要

約貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成17年６月30日現在) 

現金及び預金勘定    1,534,842千円 

現金及び現金同等物  1,534,842千円 

(平成18年６月30日現在) 

現金及び預金勘定     791,899千円

グループ内預け金   800,653千円

現金及び現金同等物  1,592,552千円

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定     780,059千円

グループ内預け金   800,277千円

現金及び現金同等物  1,580,337千円

 

 



－ 13 － 

 

（リース取引関係） 

第５期 

第１四半期会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日） 

第６期 

第１四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

内容の重要性が乏しく、契約１件

当たりの金額が少額なリース取引

のため、中間財務諸表等規則第５条

の３の規定に準じて記載を省略し

ております。 

同左 内容の重要性が乏しく、契約１件

当たりの金額が少額なリース取引の

ため、財務諸表等規則第８条の６第

６項の規定に基づき記載を省略して

おります。 

 
（有価証券関係） 

前第１四半期会計期間末（平成 17 年６月 30 日現在） 

当社は有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

当第１四半期会計期間末（平成 18 年６月 30 日現在） 

当社は有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度末（平成 18 年３月 31 日現在） 

当社は有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前第１四半期会計期間（自平成 17 年４月１日 至平成 17 年６月 30 日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当第１四半期会計期間（自平成 18 年４月１日 至平成 18 年６月 30 日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成 17 年４月１日 至平成 18 年３月 31 日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

（持分法損益等） 

前第１四半期会計期間（自平成 17 年４月１日 至平成 17 年６月 30 日） 

当社には関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

当第１四半期会計期間（自平成 18 年４月１日 至平成 18 年６月 30 日） 

当社には関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成 17 年４月１日 至平成 18 年３月 31 日） 

当社には関連会社がありませんので、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

第５期 

第１四半期会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日） 

第６期 

第１四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 

78,153円08銭 

１株当たり第１四半期純利益金額 

 4,710円82銭 

 

潜在株式調整後１株当たり 

第１四半期純利益金額 

           4,527円84銭 

 

１株当たり純資産額 

93,800円11銭

１株当たり第１四半期純利益金額 

4,847円79銭

 

潜在株式調整後１株当たり 

第１四半期純利益金額 

4,707円72銭

 

１株当たり純資産額 

90,601円56銭

１株当たり当期純利益金額 

17,510円12銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

16,893円26銭

 
（注）１株当たり第１四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり第１四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎は

以下のとおりであります。 
 

期  別 

 

項  目 

第５期 

第１四半期会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日）

第６期 

第１四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

１株当たり第１四半期（当期）純利益         

第１四半期（当期）純利益（千円） 111,203    115,522       414,797  

普通株主に帰属しない金額（千円） －          －           －    

普通株式に係る第１四半期（当期）純利益

（千円） 
111,203       115,522         414,797  

期中平均株式数（株） 23,606     23,830         23,689  

潜在株式調整後１株当たり第１四半期（当

期）純利益金額 
   

第１四半期（当期）純利益調整額（千円） －       －       －  

普通株式増加数（株） 954  709   865  

（うち新株予約権（株）） （ 954） （  709）  （865） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり第１四半期（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

潜在株式の種類 

新株予約権

潜在株式の数 
平成 16 年６月 17 日決議

     281株

平成 17 年６月 24 日決議

             283株

潜在株式の種類 

新株予約権 

潜在株式の数 
平成 16 年６月 17 日決議 

     281 株 

平成 17 年６月 24 日決議 

             280 株 

潜在株式の種類 

新株予約権

潜在株式の数 
平成 16 年６月 17 日決議

     281 株

平成 17 年６月 24 日決議

        280 株
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(6)事業部門別売上高 

第５期 

第１四半期会計期間
（自 平成 17 年４月１日  

至 平成 17 年６月 30 日）

第６期 

第１四半期会計期間
（自 平成 18 年４月１日  

至 平成 18 年６月 30 日）

前事業年度 

 
（自 平成 17 年４月１日 

至 平成 18 年３月 31 日）

 

 

 

 
金 額 構成比 金 額 構成比

対前年 

同期 

増減率 
金 額 構成比

 

開発支援検証サービス

百万円

950   

％

 82.0 

百万円

  1,305  

％

 92.9 

％ 

    37.3  

百万円 

4,111 

％

 85.8 

認 定 支 援 サ ー ビ ス    48     4.1    21   1.5   △56.0    191   4.0 

検 証 情 報 サ ー ビ ス     7     0.7   7   0.6    △2.3    34   0.7 

製 品 検 証 サ ー ビ ス計 1,006    86.8 1,334   95.0     32.5 4,337  90.5 

セキュリティ検証サービス    9     0.8     11    0.8     27.4    38   0.8 

そ の 他 の サ ー ビ ス   143    12.4   59   4.2   △58.5   418   8.7 

合 計 1,159   100.0 1,405  100.0     21.2 4,793 100.0 

 


